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厘打災害復興公営住宅入居者における「生活」再建上の諸課題

岩手県大槌町での質問紙調査の結果より

On the Reconstruction of Livelihood and Lifestyle for Disaster Recovery Public Housing 

Residents: A Result of a Questionnaire Survey in Otsu chi Town 

1 . 序論
本稿では、 著者らが2016年12月に実施した 「大

槌町災害復興公営住宅入居者調査」の結果を基に、
①災害復興公営住宅入居者は、 生活再建を達成でき
たかどうか、 ②達成できていないとするならば、 ど
のような面・どのような層において達成できていな
いのかを検討する。 ①②の検討を通じ、 生活再建上
の諸課題を描き出す。 考察は、 同じく著者らが2011

年から8-9月に年1回実施した 「大槌町仮設住宅入
居者調査」の結果とも比較分析しながら浬めていく。
両調査の概要は、 表1-3 の通りである（麦倉・浅川・
野坂2017)。

過去の災害事例から、 「 災害発生後の社会の再建過
程において最重要課題の一つは、 滅失した 「 すまい」
の再建であることは世界共通の事象」とされている
（越山2015)。 特に日本では 「 自力再建困難層に対
する支援策の1つが 「災害復興公営住宅の供給」で
ある」とし、 大規模災害が起こるたびに、 すまいの
再建の一環として災害復興公営住宅が建設されてき
た （越山2015)。 つまり、 支援制度上、 自力再建困
難層にとっては災害復興公営住宅への入居が完了す
れば、すまいの再建は達成されることになる。では、
災害発生後の社会の再建過程における最重要課題の
一つを解決した災害復興公営住宅入居者は、 「生活」
再建を大部分達成できるのであろうか。 本稿では、
東日本大震災津波 1) で大きな被害を受けた 岩手県大
槌町を事例に、 先に示した①②の問いを考察する。

第2章では、 主に災害社会学の観点から行われた
先行研究から、 上記の間いを検討するための視点を
提示する。 第3章で地域概要を確認した後、 第4章
において調査結果の分析を行う。 第5章では、 前章
までの内容を受けた考察を行う。

早稲田大学 野坂 真
岩手大学 麦倉 哲

明治学院大学 浅川 達人

表1 大槌町災害復興公営住宅入居者調査の概要
主体 浅川達人、 麦倉哲、 野坂真が企画・設計し、

町治学院大学、 岩手大学の学生とともに実査
対象 2016年12月1日時点での18歳以上の災害

復興公営住宅入居者全員 (419 戸）
方法 個別面接法（他記式）と郵送回収法（自記式）

の併用 （全数調査、 個人瞑）
期間 訪問期間および調査瞑配布期間 2016年 12

月9日~12日 、 調査票回収期間 2016年12
月9日~2017年1月31日

主な 3. 11 後の居住場所の変遷、 公営住宅での生
項目 活で気になること、 訪間者の種類と頻度、 食

品摂取状況、 精神的健康状態、 暮らし向き、
地域活動への参加状況、 生きがい、 今後の住
まいの見通し、 支援策に関する要望、 自身お
よび町の復興感など

回収率 24% (156 票）
表2 大槌町仮設住宅入居者調査の概要

主体 麦倉哲、 岩手大学社会学研究室の学生が企
画・設計し、 岩手大学、 早稲田大学、 中央農
業研究センタ ー 、 防災都市計画研究所の研究
者とともに実査

期間 訪問期間および調査票配布期間 2011 年～
2016 年毎年 8~9 月、 調査票回収期間 訪
間· 配布期間から約2 ヶ月

対象 2011年、2013~2016年：毎年調査時点での
18歳以上の応急仮設住宅入居者全員

2012年： 2011年調査の記名回答者のみ
方法 個別面接法（他記式）と郵送回収法（自記式）

の併用 （全数調査、 個人瞑）
主な 仮設住宅での生活で気になること、 訪問者の
項目 種類と頻度、 精神的健康状態、 暮らし向き、

地域活動への参加状況、 生きがい、 今後の住
まいの見通し、 支援策に関する要望、 自身お
よび町の復興感など

回収率 2011年：33% (1308票）
2012年：74% (369票）※対象が他の年と異なる
2013年：28% (1103票）
2014年：26% (883票）
2015年：23% (663票）
2016年：19% (442票）
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表 3 訪問した災害復興公営住宅団地の一覧
建設地 事業主体 構造等 戸数 完成

吉里吉里 県 RC造5階 34 平成25年度（町管理） （集合）

柾内第2 県 木造平屋 24 平成27年度（町管理） （長屋）

屋敷飢 県 RC造5階 151 平成27年度（集合）
大ヶロ 町 木造 70 平成25年度1丁目 （長屋）

屋敷前 町 木造 21 平成25年度（源水） （長屋）

大ヶロ 町 木造 23 平成26年度2丁目 （戸建）

柾内第1 町 木造 13 平成26年度（戸建）

末広町 町 RC造6階 53 平成27年度（集合）

浪板 (1 ) 町 木造 3 平成27年度（戸建）

寺野l 町 木造 16 平成27年度（戸建）

寺野2 町 木造 11 平成28年度（戸建）

2.  分析の視点
(1) 先行研究―生活再建とは—
災害仕会学では、 生活再建を大きく分けて2つの

観点から論じてきた。 第一に、 ミクロレベルである
個人生活の変動とマ クロレベルである社会変動との
関係に注目したもの、 第二に、 生活を成り立たせる
主要素の組み 合わせ方に注目したものである。

第一の観点に関連する研究として、 大矢根 (1998)
は、生活再建を 「（災害前の生活を取り戻そうとする）
生活 「復旧」と社会 「復興」（変動）の媒介的位置に
あって、 被災者が自らの生活 「 復旧」に将来の社会
変動パタ ーンを織り込んで構想するビジョン」であ
るとしている。 つまり生活再建とは、 ミクロレベル
における被災者が災害前のライフスタ イルを継続し
ようとする意向と、 マ クロレベルにおける社会復興
（変動） とのズレが収放されていった先に構想され
る、 被災者の新たなライフスタ イルのビジョンだと
言える。 同時に、 復興が進んでいく局面においては

「被災地の地域的・歴史的・文化的諸特性を反映さ
せて被災者の総意として発信される構造」（大矢根
2007) が重要であるとされており、 生活再建を構想
していく際には、 災害前の被災者のライフスタ イル
への深い理解が不可欠と言える。では、生活再建は、

具体的にどのような要素の再建の組み合わせで構想
されていくのであろうか。

第二の観点に関連する研究として、 宮入 (2007)
は、 居住を含む生活、 なりわいである生業、 地域社
会における人々の絆である地域コミュニティ、 とい
う三つの生活の要素の復興が同時に行われる 「三位
一体の復興」が重要としている。 より多岐にわたる
指標で生活再建を捉えようとした試み に、 兵庫県
(2002)などもあり、 生活再建の 7 要素（生活復興要
囚） として 「 すまい」 「つながり」 「まち」 「そなえ」

「こころとからだ」 「くらしむき」 「行政とのかかわ
り」が示されている。 この 7 要素は、 阪神・淡路大
震災、 新潟県中越地震、 中越沖地震、 東日本大震災
（宮城県） において、 被災者の生活復興感を測定す
る指標をつくる際にも援用されている（佐藤2017)。
いずれにせよ、 すまいの再建だけでなく、 生きがい
や生業、 信頼できる人間関係や集団への所属感など
複数の生活の要素を、 その地域でのライフスタ イル
像を構想できるよう上手く組み 合わせなければ、 生
活再建は達成できない。

(2) 分析方法
以上を踏まえると、 ①生活再建が達成できたかど

うか、 および②どのような而． どのような層で生活
再建が達成できていないのかを明らかにする際には、
次の2点が重要となる。 第一に、 災害前の被災者の
ライフスタ イルと住宅整備やまちづくりなど社会復
興 （変動） の方針との間にどのようなズレがあり、
またいかに収放しうるのか。 第二に、 生きがいや生
業、 地域コミュニティの再建が、 災害復興公営住宅
入居者にとっての生活再建の達成感にどのような影
響を与えているか。 ただし、 「大槌町災害復興公営住
宅入居者調査」では、 回答者の 79.3%が 60歳代以
上、73. 5%が年金を主な収入源としており、 本稿で
用いるデータ では生業の要素に関する分析は難しい。
そこで本稿では、 生業に関する分析は行わない。

3. 地域概要—大槌町におけるすまい再建の経緯—
大槌町は、 東日本大震災津波により死者・行方不

町者 1,286 名 (2010年人口比 8. 4%)、 倒壊家屋数
3,717棟 (2010年世帯数比65.3%) と、 人的にも物
的にも非常に大きな被害を受けた （野坂2016)。 被
災後は、 多くの住民が町内に点在する応急仮設住宅
で生活してきた。 応急仮設住宅への入居では、 抽選
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を削提にしつつ、 高齢者および障がい者のいる世帯
を優先的に入居させており 2) 、 震災前の地域コミュ
ニティやライフスタ イルは、 この時点で一 度、 大き
く変動している。 町内全世帯に占める応急仮設住宅
入居世帯数の割合は、2013年ころにピー クに達した
後、 漸減してきている (2011年 8 月：32%、2,039
軋帯⇒2013年1月：38%、2,059 世帯⇒2017年8月：
24%、 1,166 世帯） 3

) 。
2017年9月30日時点で、 大槌町では県内の被災

市町村で2番目 の数となる899 戸の災害復興公営住
宅を整備予定であるが、 完成率は 54%と、 他の被災
市町村と比べ低くなっている 4) ( 岩手県沿岸市町村
平均94%)。 整備が遅れつつも、 完成した団地から
順に災害復興公営住宅への入居は進んでいる。 災害
復興公営住宅への入居の際には、障がい者や75歳以
上高齢者、 中学生以下の児童などがいる世帯や旧町
営住宅入居世帯だけでなく、 発災時に居住していた
地区が同じである世帯のグルー プや、 発災時に居住
していた地区への入居を希望する世帯グルー プヘの
優先枠を設けている 5) 。 制度上は、 震災前の地域コ
ミュニティやライフスタ イルに配慮しようとしてい
るが、 入居者がどの程度この制度を認知・活用でき
ているかは不明である。 実際、 あるアパー ト型の団
地の元自治会役員は、 団地内での活動に人が関わり
たがらない現状について、 「見知らぬ人と初めて集団
生活を送る私たちが、 いきなり自治会をやれと言わ
れても無理」といった課題を述べている （朝日新聞
2017年9月14日朝刊）。 これは、 応急仮設住宅にて
形成されつつあった仮の地域コミュニティ 6) も変動
したことも意味するであろう。

以上のように、 大槌町では災害復興公営住宅の整
備は遅れつつも入居が進んできている。 しかし、 ま
ず仮設住宅への入居の際に、 震災前の地域コミュニ
ティやライフスタ イルは変動した。 災害復興公営住
宅への入居の際にも、 同様の課類が生じている。 い
わば、 すまいの再建過程で二度、 地域コミュニティ
やライフスタ イルが大きく変動していることが予想
される。 災害復興公営住宅入居者の間には、 地域コ
ミュニティやライフスタ イルをめぐるいくつかの生
活課題があることが予想される。 以降では、 調査の
結果を基に、 生活課題の様相を明らかにする。

4. 調査結果の分析
(1) 生活再建の進捗
まず、 回答者にとっての生活再建の進捗を確認す

る。 調査結果からは、 今後の住まいの見通しについ
て、79%が 「できるだけ公営住宅にいたい」と回答
しており ( N=153)、 多くの回答者にとってすまいの
再建は完了していると言える。 しかし、 「 自分自身の
復興がどの程度進んでいるか」を尋ねた項目（以下、
自分自身の復興の程度）7) では、41%が 「40%未満」、
つまり 「 半分も復興していない」 と回答している
( N=140)。

では、 どのような面で復興していないのか。 図l
は、 現在の生活で気になることの有無と自分自身の
復興の程度をクロス集計したものである。 「生活課題
なし」とする回答者の27%が 「自分自身は半分も復
興していない」としているのに対し、「生活課題あり」
とする回答者の45%が、 「 自分 自身は半分も復興して
いない」としている。 何らかの生活課題を持ってい
る回答者ほど、 自分 自身の復興の程度が低い傾向に
あることが読み取れる。

災害復興公営住宅入居者は、 すまいの再建が完了
したとしても、 「生活」再建は達成できていないこと
が分かる。 生活再建が達成できていない背景には、
様々な生活課題を抱えていることが予想される。

■0~20%未満

忽 20~40%未満

40~60%未満

1m1160~80%未満

k">M% I吠80~100%

( N=133) 
0% 2虚 4□% 6□% sao1o 100% x2=7,277 

図1 現在の生活で気になることの有無／
自分 自身の復興の程度 （クロス集計）

(2) 生活課題の内容
では、 具体的にどのような生活課題を抱えている

のか。 図 2 は、 「現在の生活で気になることは何か」
を尋ねた結果である。 図2からは、 「団地内でのつな
がりの希薄さ」(19%)、 「騒音」(16%)、 「交通の便」
(16%) などの項目で、 「気になる」としている回答
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図2 現在の生活で気になること
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図3 団地タ イプ／
現在の生活で気になること （クロス集計）

者が多いことが分かる。
団地タ イプ別で気になることを集計すると、 図3

のようになる。 「 団地内でのつながりの希薄さ」は、
アパー ト型 (27%) や戸建て型 (21%) で、 「騒音」
は長屋型 (26%) で、 それぞれ気になるとする回答
者が多い。

以降では、「団地内でのつながりの希薄さ」、「騒音」、
「交通の便」という3つの生活課題が生じてくる背

景についてより詳しく分析する。

(3)生活課題の分析
1)団地内でのつながりの希薄さ

本項では、 災害復興公営住宅入居者が持つ実際の
人間関係や、 どのような人間関係を望んでいるのか
を見る。

図4は、 「 1か月以内の訪間者」を尋ねた結果であ
る。災害復興公営住宅入居者の特徴を把握するため、
応急仮設住宅入居者調査と比較した。 図4からは、
応急仮設住宅入居者に比べ、 同じ公営住宅団地の入
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居者の訪間者が少ないこと、 他方で友人 ・ 知人によ
る訪間は多いことが読み取れる。 つまり、 災害復興
公営住宅入居者の人間関係の特徴として、 新しい人
とはあまり関係を持たないが、 友人 ・ 知人など既知
の人とは会っている傾向があると言える。

「団地内でのつながりの希薄さ」に関する自由記
述では、 「老人で集会に来る人はいつも同じ」(70歳
代女性）、 「誤解があるといけないので、 団地のお茶
会を避けている。 … （現在の生活について）自治会
役員に相談しづらい」(80歳代女性）、 「 お茶会では
なく何をするか工夫するべき」(60歳代女性） とい
った回答が見られる。 現在の生活について相談した
いことは抱えているが、 知らない人と接触すること
への抵抗感を少なからず持っていることが推察され
る。 また、 東日本大震災以降、 各地で 「 お茶っこ」
などの名称で同じ団地の住民同士の交流を図る各種
イベン トが実施されているが、 少なくとも入居者に
とって、 「お茶っこ」は知らない人と新たに出会う場
というより、 既知の人と継続的にコミュニケー ショ
ンを行う場だという認識があることが分かる。 「団地
内でのつながりの希薄さ」という生活課題は、 支援
のあり方と入居者のライフスタ イルとのズレによっ
て改善されずに残っていることが考えられる。
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仮設2016年(N=421)

■ 公営2016年(N=152)
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図4

2)交通の便
次に、 災害復興公営住宅入居者が、 どのような点

で交通手段に関して不便さを感じているかを見る。
図5は、「買い物の交通手段」を尋ねた結果である。

災害復興公営住宅入居者の特徴を把握するため、 応
急仮設住宅入居者調査と比較した。 図5からは、 仮
設住宅入居者に比べ、 自分の車で買い物に行く人が
少なく、 その分徒歩 ・ 自転車や移動販売 ・ 宅配サー

ビスに頼っている人が多い傾向が読み取れる 8\
では、 車が使えない状態でも十分に買い物ができ

ているかというと、 「交通の便」に関する自由記述か
らは、 「車がないと生活に困る。 買い物をしようにも
荷物が重くて運べない」(70歳代男性）、 「 車通りが
激しくなった （移動中に危険を感じる）」(70歳代女
性）など、 必ずしもそうでない様子が伺える。 また、

「先がないのでもういい。 震災前は家が大槌駅近く
にあり孫が遊びに寄ってくれた。 それが生きがいだ
った」(80歳代女性） という回答もあった。 交通の
便の良い場所に住むことで、 家族 ・ 親族に会う機会
を確保していた高齢者も多いと推察される。 交通の
便に配虚することは、 買い物の交通手段の選択肢を
増やすだけでなく、 特に高齢者にとっては家族 ・ 親
族に会う機会を確保することにより、 生きがいづく
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図6 楽しい ・ 幸せと感じる時

りにもつながりうる。 実際、 「楽しい ・ 幸せと感じる
時はいつか」を尋ねた結果からは、 「 家族の団らん」
(25%)、 「知人 ・ 友人と会っている時」(38%)、 「買

い物に出かけている時」(23%) といった項目 を選択
する回答者が多かった （図6)。 「交通の便」を気に
なる生活課閣として挙げる回答者の多さは、 まちづ
くりの現状と入居者の生きがいやライフスタ イルと
の間にズレがあることを示しているのではないか。

3)騒音
最後に、 災害復興公営住宅入居者が、

点で騒音の問題を感じているかを見る。
「騒音」に関する自由記 述からは、 「隣の話し声が

すっかり聞こえる。 隣は夜に起きる生活をしている
ようなので、 夜 8 時以降はヘッドフォンをして寝て
いる。 隣とは板1枚陪てて生活スペースが連なって
いる建物の構造になっている」(70歳代男性、 長屋

どのような
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型） といった意見が見られた。 同様の意識は、 図3
で見たように、 長屋型の住民が多く持っている。 こ
の自由記述の回答者によれば、 長屋型の建物の構造
が図7のようになっており、 応急仮設住宅とほぼ変
わらない状態だと言う。また、別の回答者からは 「 家
の敷地を人が通っていくので、 もう少し考えてほし
かった」(40歳代男性、 戸建型）、 「（小さな子どもが
おり）こちらがうるさくしているので、 「近所迷惑で
は」と気になってしまう」(40 歳代女性、 長屋型）
といった意見も見られた。 住宅団地の設計思想と住
民のライフスタ イルとの間にズレがあることが、 「騒
音」という課題を大きくしているように読み取れる。

押

入

れ

押

入

れ

図7 長屋型災害復興公営住宅の間取りのイメ ージ

5.  考察—むすびにかえて―
本稿では、 次の2点を検討してきた。 ①災害復興

公営住宅入居者は、生活再建を達成できたかどうか、
②達成できていないとするならば、 どのような面 ・

どのような層において達成できていないのか。
①に関しては、 生活再建を達成できたとは言えな

い。 「できるだけ公営住宅にいたい」とする回答者が
約8割である一方で、 自分自身が半分も復興してい
ないと感じている回答者が約4割であったことから、
すまいの再建は終わっても 「生活」再建はまだ達成
できていないと言える。 また、 生活再建が達成でき
ていない背景には、 入居者が様々な生活課閣を抱え
ていることが示唆された。

②に関しては、 「 団地内でのつながりの希薄さ」、
「交通の便」、 「騒音」といった生活課題を多くの回

答者が抱えていることが分かった。 自由記述や仮設
住宅調査の結果との比較を通じ、 生活課題が改善さ
れなかったり深刻化したりする背景には、 入居者の
ライフスタ イルや生きがいと、 支援制度、 まちづく
り、 住宅団地の設計思想との間にズレがあることが
示唆された。

では、 震災前からの入居者のライフスタ イルに配

慮しつつ、 このズレをいかに収放させ新たなライフ
スタ イルのビジョンを構想し、 生活再建を進めてい
けば良いのか。

今後起こる災害への対策としては、 仮の生活の段
階から、 入居者のグルー プ化を制度として用意する
だけでなく、 実際に運用できるよう仕組みを整える
ことが重要である。 例えば、 従前の地域コミュニテ
ィを意識した入居者のグルー プ化の動きは、 東日本
大震災でも見られており Y) 、 こうした事例も踏まえ
ながら被災前から検討しておくことは必要だろう。

そして、 すでに起こってしまった東日本大震災の
被災地域においては、 次のような対策が重要と言え
る。 まずは既存の （震災後に仮設住宅で培ったもの
も含め） 友人 ・ 知人ネッ トワ ー クや趣味• 生きがい
などインフォーマルな人的ネッ トワ ー クを再活性化
させ、 その中からネッ トワ ー クの核となる人物を探
し出すことである。 そして、 その人物を支援者と同
じ団地の住民との仲介者、 および同じ団地の住民同
士の仲介者となってもらうことである。 また支援者
としても、 集会所等での 「お茶っこ」で対象者を待
つだけではなく、 こちらから1軒1 軒訪ね歩くなど
して人脈を広げ、 支援者 自身も仲介者になれるよう
な支援の仕組みづくりが必要である。 第4章で示し
たように、 災害復興公営住宅入居者は、 まったく人
との関わりを絶っているわけではなく、 多くは友
人 ・ 知人との人間関係を維持している。 応急仮設住
宅入居者と比較すると、家族 ・ 親族やボランティア、
同じ団地の人の訪間が減っているのに対し、 友人 ・

知人の訪間は微増している。 また、 自由記述では生
活課題の祖談を誰にもできないことを憂うる回答も
散見され、 友人 ・ 知人と安心して話せる機会は欲し
ているように見える。 実際、 図6で見たように、 「知
人 ・ 友人と会っている時」に楽しい ・ 幸せと感じる
回答者も多い。 また、 同じく図6からは、 「趣味に取
り組んでいる時」に楽しい ・ 幸せと感じる回答者も
多いことも分かる (27%)。 友人 ・ 知人同士で共通の
趣味· 生きがいを持ち、 それを近隣へ広げていく試
みが必要なのではないだろうか。 こうした地域内で
のネッ トワ ー クは、 「交通の便」 「騒音」といった課
題についても、 社会的に要望していく核となるだろ
う。 上記のような対策が功を奏し始めている、 ある
いは功を奏し始めていた事例が、 実際に東日本大震
災の津波被災地域において見られる。

大槌町のとある災害復興公営住宅団地では、 入居
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開始から約 3ヶ月後に自治会を立ち上げたが、 一部
の住民から自治会役員会の運営方法について 「独善
的」と反発され、自治会を作り直すことになった（朝

日 新聞 2017年 9月1 4日朝刊）。 当 時の自治会長は、
「仲良くなるまで1、2年待っべきだった」と振り返

っている （朝日 新聞 同上）。 しかしある役員は、 「現
在は入居者や役員間での年齢差が大きく、 活動が難
しい」と憂うる一方、 「 自治会役員会が中心になって
企両した夏祭りでは、 大変だったけど準備の中で若
い人が家へ相談に来てくれる機会があり、 少しずつ
若い人の考え方が分かり始めていた」（自由記 述回答
より、70歳代女性） とも述べている。 大槌町の災害
復興公営住宅において、 自治会活動を通じ、 インフ
ォーマルな人間関係ができつつあったことが分かる。
自治会組織を トップダ ウ ンで短期間のうちに設立し
たり、 ーから作り直 すのではなく、 できつつあるイ
ンフォーマルな人間関係から時間をかけて組織を育
てるよう、 支援や助言ができていれば現状は変わっ
ていたと言える。

また、 単純に比較はできないが、 陸前高 田市の栃
ヶ 沢アパー ト （県営の災害復興公営住宅団地、2017

年8月時点で301 戸・227 世帯入居） の自治会では
活発な活動が展開 されている。 自治会設立までの経
緯を要約すると、 次のようになる。

2016年9月 （入居から1 カ月後）：集会所の広場に
てほぼ毎 朝 ラジオ体操を開始 （現在も継続）

2016年9月：自治会設立に向けた顔合わせ会
2016年10月：設立の準備委員会発足
2017年3月：計8 回の会議の後、 自治会設立
（朝日 新聞2017年9月13日朝刊）

そして現在、 栃ヶ 沢アパー トの自治会では、 設立
の準備委員会において出された会計管理、環境衛生、
防災防犯、 企両文化などの各テーマを踏まえて活動
を続けている。 同時に、 自治会活動を通じて知り合
った人々が独自にサークル活動を始めている （毎日
新聞2018年2月10日 地方版）。

大槌町と陸前裔田市の事例からは、 イベン ト準備
の個別相談やラジオ休操のように、 インフォーマル
な活動を、 時間をかけながら段階的にフォーマルな
活動へと転化させていく仕組みが重要と言える。 同
時に、 フォーマルな活動だけでは十分に意思疎通が
図れない部分があっても、 サー クル活動などインフ

ォーマルな活動においてフォローアップしていく仕
組みづくりも重要と言える。 こうした活動の積み上
げにより出来上がってくる自治組織内には、 住宅団
地の設計思想とライフスタ イルとのズレなど、 ハ ー

ドとソ フ ト両面における生活課題の改善案を入居者
の総意として発信する動きも生じてきている （例え
ば栃ヶ 沢アパー トの自治会では、 設立の準備委員会
において、 来客用の駐車場や 防災訓練に関する議論
が行われた）。

そもそも、 大槌町の一部地区における震災前の組
織運常のあり方は、上記 の仕組みに近いものだった。
例えば、 沿岸の安渡地区では、 次のようにサー クル
活動および町内会役員への リ クルー トが行われてい
た。 ①同様の趣味を持つ人々が集団化⇒②公民館事
業を使って地域外から講師を呼び活動開始⇒③地域
住民の中から講師を選出し自前のサー クル活動へ転
化・継続⇒④町内会役員として登用（役員会に数名、
文化活動団体の枠を設けていた）。(2016年 8月、70

歳代男性A氏へのヒ ア リ ング ； 2017年 2月、 70歳
代男性B 氏へのヒ ア リ ング）

今後、 新たなライフスタ イルのビジョンの構想に
関する議論は、 震災前・後の組織運営の仕組みをよ
り綿密に分析しつつ、 他市町村でも行われている災
害復興公営住宅入居者への調査・研究 （吉野 2017)
や事例とも比較検討し、 さらに深めていく。

付記

本研究は、 科学研究費課題 「 災害復興期における地
域の記憶継承・アイデンティティの再編と災害文化
の編成」（研究代表 ：浦野正樹、2015~2017 年度）、
早稲田大学特定課題研究助成 「地域アイデンテ イ テ
ィの再構築から見る地方における災害の被害と復
興」（研究代表：野坂真、2017~21018年度） による
研究成果の一部である。

注

1)特に被害の大きかった 岩手・宮城· 福島の3県で
は、 地震もしくは津波の被災者向けに24,772 戸の
災害復興公営住宅の建設が完 成あるいは計画され
ている （進捗率 92%) ( 復興庁資料、2017年9月
30日 時点）。

2)大槌町地域整備課への聞き取りより(2011年8月）。
3)大槌町被災者支援室資料、大槌町町民課資料より。
4)岩手県ホ ー ム ページより ( http : //www. pref. iwat 
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e . jp/kenchiku/saiga i/koue i/009718 . html 、2017
年10 月 25日 アクセス）。

5)大棺町資料 「大槌町災害公営住宅 入居優先方針
（案）」(2012年12 月 作成） より。

6)ただし、 応急仮設住宅団地内において地域コミュ
ニティの形成がどの程度上手くいっていたかは、
団地ごとで差が大きい （高松 2016)。

7) 「2. 分析の視点」で言及した被災者の生活復興
感を測定する尺度とは異なる。 本調査では、 調査
票の紙幅の都合上、 この尺度を採用しなかった。

8) 応急仮設住宅調査に比べ、 災害復興公営住宅調査
の回答者に、 買い物の交通手段として 「自分が運
転する車」を選択 する割合が低い理由は、 日 由記
述からも読み取れなかった。 参考までに、 ①入居
者に裔齢層が多いこと （本調査でも回答者の 56%
が 70 歳代以上）、 ②駐車場代がかかること、 とい
った理由は考えられる。 ②については、 大槌町の
災害復興公営住宅では、 普通自動車 2,000 円 ／月、
軽自動車1,500 円／月の駐車場代がかかることが入
居希望者への説明資料 (2013年6月） に書かれて
いる。

9) 例えば、 大規模なものとしてはいわき市豊間地区
（西 田 ほか 2014)、 小規模ながら自力再建者と連
動しつつ行政への提案も行ってきたものとしては
気仙 沼 市 只 越地 区 および鮪 立 地 区 （熊 澤 ほか
2016) の事例がある。
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